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本投資法人の運用資産に係る賃料減額確認請求訴訟の上告棄却決定に関するお知らせ 

 

大和ハウスリート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）の運用資産である D プロジェクト新三郷

（以下「本物件」といいます。）に関し、賃借人である株式会社アサヒセキュリティより、本物件の信託受託

者である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社に対し賃料減額確認請求訴訟（以下「本訴訟」といいます。）の提起を

受け、その後、最高裁判所に上告していましたが、2018 年 10 月 2 日付で上告が棄却されましたので、下記の

とおりお知らせいたします。 

 

記 

 

1. 訴訟の経緯 

本物件の信託受託者は、2014 年 6 月 27 日付で 2014 年 5 月 1 日以降の賃料につき、現行賃料比約 16%減

の金額であることの確認を求める訴訟の提起を受けていました。本投資法人は、現行賃料は相当なものと考

え、裁判手続において信託受託者を通じてその旨を主張しましたが、2017 年 7 月 24 日付で東京地方裁判所

より、2014年 5月 1日以降の賃料につき現行比約 6%減額した金額とする旨の第一審判決が言い渡されまし

た。本投資法人は 2017年 8月 4日付で東京高等裁判所に控訴しましたが、2018年 4月 11日付で東京高等裁

判所より、2014 年 5 月 29 日以降の賃料につき現行比約 6%減額した金額とする旨の控訴審判決が言い渡さ

れました。本投資法人は 2018年 4月 18日付で最高裁判所に上告しましたが、2018年 10月 2日付で上告が

棄却されました。 

 

2. 今後の見通し 

本投資法人は、本訴訟の進行状況等を総合的に勘案し、2018 年 2 月期までの過年度を含めた影響見込み

額を訴訟損失引当金として既に計上しています。また、2018年 8月期及び 2019年 2月期の運用状況の予想

において、影響見込額を訴訟損失引当金として織り込んでいます。したがって、2018 年 8 月期及び 2019 年

2月期の運用状況への影響は軽微であり、予想の変更はありません。 

以 上 
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＊ 本資料の配布先：兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

＊ 本投資法人のホームページアドレス：https://www.daiwahouse-reit.co.jp/  


